蓮田市私道採納基準に関する要綱

　

平成20年3月4日  市長決裁

（目的）

第1条 　この要綱は、道路の適正な管理及び利用並びに道路網の整備を図るため、必

要な事項を定めることを目的とする。

（採納の対象となる道路）

第2条 　採納の対象となる道路（以下「採納道路」という。）は、採納道路の要件及び

構造的な条件を満たしていなければならない。

（採納の要件）

第３条　採納道路の要件は、次の各号の全てに該当しなければならない。　

⑴　建築基準法（昭和25年法律第201号）第42条に規定する道路
⑵　起点及び終点がそれぞれ道路法（昭和27年法律第180号）第3条第1項第2号から第4号までに規定する道路（以下「公道」という。）のいずれかに接続する道路

⑶　周辺の公道と系統的であり、公益上特に必要と認められる道路

⑷　市への所有権の移転登記が確実にできる道路（所有権以外の権利が存在するとき

は、その抹消又は解除がされていること。）

（構造的な条件）

第４条　採納道路の構造は、次の各号に掲げる条件に全て適合するものでなければならない。

⑴　幅員5．0ｍ以上とする。ただし、次に掲げる道路については、この限りでない。

ア　建築基準法第42条第1項第3号に規定する道路

イ　建築基準法第42条第2項に規定する道路（幅員が4．0ｍ以上確保されていて、後退部分の土地分筆登記が完了している場合に限る。）

ウ　平成18年3月31日以前に建築基準法第42条第1項第5号の規定に基づく道路位置指定の申請が受理された道路

エ　平成18年3月31日以前に都市計画法（昭和43年法律第100号）第29条第1項の規定に基づく開発許可の申請が受理された道路

⑵　舗装してあり、その舗装構成は、次に掲げるものとする。

ア　表層　密粒度アスファルト混合物5cm以上

イ　上層路盤　粒調砕石（30㎜以下）20㎝以上

ただし、次に掲げる道路については15㎝以上とする。
(ｱ)　建築基準法第42条第1項第3号に規定する道路

(ｲ)　建築基準法第42条第2項に規定する道路
(ｳ)　平成18年3月31日以前に建築基準法第42条第1項第5号の規定に基づく道路位置指定の申請が受理された道路

(ｴ)　平成18年3月31日以前に都市計画法第29条第1項の規定に基づく開発許可の申請が受理された道路
エ　下層路盤　切込砕石（40㎜以下）20㎝以上

⑶　隅切りは、建築基準法施行令(昭和25年政令第338号)第144条第1項第2号の規定に適合していること。

⑷　両側は、Ｕ字溝又はL型溝を設けて流末施設に接続してあるものとし、Ｕ字溝は、原則として240ｍｍ以上でふたが掛けてあること。

⑸　側溝ふたの荷重条件はＴ－20以上とし、グレーチング以外のふたについては、国土交通省標準タイプＣ２型とする。
⑹　道路を横断する排水溝は、両側に集水桝を設けてあること。

⑺　縦断勾配は、8パーセント以下で階段状でないこと。

⑻　道路上には、電柱その他道路の有効幅員を減じる施設が設置されていないこと。

⑼　道路外の雨水排水は、道路側溝等に接続されていないこと。

⑽　公共下水道、農業集落排水処理施設及び上水道その他占用物件は、各関係部署と協議済みであること。

⑾　道路境界が明確であり、境界が境界標で明示されていること。
2　前項の規定にかかわらず、平成14年8月31日以前に造成された道路については、次の各号に掲げる基準に適合しなければならない。

⑴　道路の占用物件、その他付属物が道路管理及び交通上支障がないこと。　
⑵　道路の交差箇所は、交通に支障がないよう隅切りがなされていること。
⑶　路面の状態が良好で道路管理に支障がない状態であること。
⑷　道路側溝及び適正な排水施設を備え、かつ、流末が整備されていること。
⑸　道路境界が明確であり、境界が境界標で明示されていること。

（採納に関する必要書類）

第５条　道路を採納しようとする個人又は法人は、次に掲げる書類を提出しなければない。

⑴　道路採納申請書（様式第１号）

⑵　案内図

⑶　測量図（平面図）　　縮尺　　250分の1

⑷　道路面積求積図　　　縮尺　　250分の1

⑸　標準横断図　　　　　縮尺　　100分の1

⑹　主な施設構造図
⑺　出来形管理図

⑻　公図の写し（法務局備付けのもの）

⑼　所有権調書（登記簿謄本）

⑽　現況写真（起点及び終点、構造物等が分かるもの）

⑾　道路敷地内の構造物調書及び位置図

⑿　登記原因証明情報・承諾書（様式第２号）
⒀　所有者全員の主印鑑証明書（法人の場合は資格証明書）

⒁　その他市長が必要と認める書類

（その他）

第６条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

附　則

　この要綱は、平成14年9月1日から施行する。

附　則

この要綱は、平成18年4月1日から施行する。

附　則

この要綱は、平成20年4月1日から施行する。

